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ふるさと納税とは

• ふるさと納税の理念⇒地方創生

ふるさと納税の3つの意義
１．納税者が寄附先を選択する制度であり、選択するからこそ、

その使われ方を考えるきっかけとなる制度であること。

２．生まれ故郷はもちろん、お世話になった地域に、そしてこれから

応援したい地域へも力になれる制度であること。

３．自治体が国民に取組をアピールすることで、ふるさと納税を呼び

かけ、自治体間の競争が進むこと。

• ふるさと納税とは⇒地方自治体への寄附金



なぜ近年注目を集めているのか？

１．自分の好きな自治体へ寄附することができる

２．寄附をすることで税制上の優遇を受けること

ができる

３．寄附をした自治体からお礼の品を受けられる

こともある

４．制度の拡充



出典：総務省ホームページ（http://www.soumu.go.jp）
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４．制度の拡充
（1）ふるさと納税枠が２倍に拡充

出典：総務省ホームページ（http://www.soumu.go.jp）

ケース別の具体事例(イメージ)※扶養家族が配偶者のみの給与所得者の方の場合

http://www.soumu.go.jp/


４．制度の拡充
（２）手続きの簡素化（ワンストップ特例制度）

確定申告の不要な給与所得者等がふるさと納税を行う場合、確定申告を行わな
くてもふるさと納税の寄附金控除を受けられる仕組み「ふるさと納税ワンストップ
特例制度」が創設されました。特例の申請にはふるさと納税先の自治体数が5団

体以内で、ふるさと納税を行う際に各ふるさと納税先の自治体に特例の適用に
関する申請書を提出する必要があります。

出典：総務省ホームページ（http://www.soumu.go.jp）

http://www.soumu.go.jp/


４．制度の拡充
（２）手続きの簡素化（ワンストップ特例制度）

ワンストップ特例が受けられる条件

1. 給与所得者等

2. 年収2,000万円以下

3. 給料は１ヵ所からのみ

4. 確定申告をする義務がない

5. ふるさと納税先は５団体以内

6. ふるさと納税の際、各自治体に「寄附金税額控除に
係る申告特例申請書」を提出
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ふるさと納税の手順
１．寄附する先の自治体を決める

「ワンストップ特例制度」を受けない場合

「ワンストップ特例制度」を受ける場合

寄附金税額控除に係る
申告特例申請書を提出

受領証が発行されるので
確定申告まで保管

自治体を選ぶ 寄附する
確定申告を

行う

所得税から

控除

翌年度の
住民税から

控除



ふるさと納税の手順
１．寄附する先の自治体を決める

・寄附する先の自治体を決めたら、自治体の申込用紙に必要事項

を記入して送付する。

・寄附金を入金する。

・自治体から受領証明書が送られてくる。

※受領証明書は確定申告の際に必要となるので必ず保管しておくこと



ふるさと納税の手順
２．確定申告をする

（例）年収７００万円 給与のみ（年末調整済） 夫婦のみ
3万円寄附の場合

準備するもの

・源泉徴収票
記載内容

（支払金額7,000,000円、給与所得控除後の金額5,100,000円

所得控除の額の合計額1,700,000円、源泉徴収税額257,800円）

・寄附金受領証明書
寄附先 熊本県○×市

寄附金額 30,000円



確定申告方法
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確定申告方法
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※「ふるさと納税ワンストップ特例制度」を利用する場合は、所得税と住民税から控除

　 される金額と同額（5,716円＋22,284円＝28,000円）が住民税から控除されます

③特例分

ふるさと納税を行った翌年度の住民税から控除

税率）×1.021）＝19,484円　　

（30,000－2,000円）×（90％－20％（所得

ふるさと納税

30,000円

控除額

(寄付金控除対象額)

28,000円

自己負担額
（控除の対象外）

2,000円

所得税からの控除

住民税からの控除

①5,716円

ふるさと納税を行った年の所得税から控除

②基本分

（30,000－2,000円）×10％＝2,800円


